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情報通信分野の研究開発については、2-8-1（P.194）参照

平成16年版　情報通信白書

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（1）研究開発の推進による国際競争力の強化
研究開発成果の産業化の推進

我が国が持続的に経済発展を遂げ、国民が安心して

安全な生活を送るためには、科学技術の重点分野に積

極的・戦略的に投資を行い、研究開発の推進により、

産業の競争力を維持・発展する必要がある。このよう

な観点から、第二期科学技術基本計画（平成13年3月

閣議決定）では、情報通信分野を含む4分野に特に重

点を置き、優先的に研究開発資源を配分することとさ

れた。また、総合科学技術会議では、平成13年9月に、

平成17年度（2005年度）までの当該分野の現状・重点

領域・当該領域における研究開発の目標及び推進方策

を明確化した分野別推進戦略を取りまとめた。

総務省では、これら政府全体の方針も踏まえつつ、

研究開発基本戦略の具体化と「研究開発基本計画（第

3版）」の改訂等を目的として、情報通信審議会に「情

報通信分野における技術競争力の強化に向けた研究開

発・標準化戦略について」諮問を行い、平成15年3月

に答申がなされた。同答申では、我が国の厳しい経済

状況や情報通信技術の高度化の下で国民や研究者が置

かれた状況を踏まえ、「ユーザー（国民）が利用して

満足できること」、「作り手（技術者・研究者）がやり

甲斐を感じられること」、この両者の密接な関係を通

して「産業活性化を通じ国が発展すること」を3つの

基本認識とし、我が国の発展や豊かな国民生活を目指

した研究開発への取組の提言を行っている。そして、

研究開発成果を産業化に結びつけること、研究開発に

ユーザーや作り手の視点を取り入れること、研究開発

成果を広く普及させるための研究開発と標準化を一体

的に推進すること等を基本的な考え方として、取り組

むべき研究開発課題や方策が「研究開発基本計画（第

4版）」、「研究開発実施戦略」、「標準化戦略」として取

りまとめられた（図表）。総務省においては、これら

を踏まえ、情報通信分野の研究開発を推進し、その成

果を産業化に結びつけることにより、我が国の国際競

争力の強化を図っていくこととしている。

また、研究開発を効果的・効率的に推進するために

は、予算・人材等の資源配分を適切に行うことが必要

であり、研究評価はこれらを実現するために非常に重

要な役割を果たしている。研究評価については、「行

政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づき決定

された「政策評価に関する基本方針」（平成13年12月

閣議決定）の中で、研究開発を対象とする政策評価の

実施にあたっては、同法、同基本方針及び「国の研究

開発評価に関する大綱的指針」（平成13年11月内閣総

理大臣決定）を踏まえて行うものとされている。総務

省では、これを踏まえて「総務省情報通信研究評価実

施指針」を制定して、研究評価に取り組んでいる。こ

れら研究評価は、「行政機関が行う政策の評価に関す

る法律」に基づく事前評価や事後評価に活用されてい

る。

なお、平成16年4月の独立行政法人情報通信研究機

構の発足や、近年、研究開発において標準化及び知的

財産戦略への対応が一層重要視されるようになったこ

と等を踏まえ、平成16年4月に「総務省情報通信研究

評価実施指針」を改定した。

　○　アウトプットの増加 
　　　強力なマネジメント（MOT）、チャレンジできる環境　等 
　○　研究開発成果を国民生活の向上、産業化に結びつける 
　　　市場での普及を目指した研究開発（プロトタイプトライアル）、知的財産の活用　等 

　⇒　研究開発の重要性 
　⇒　国際普及等のための標準化の重要性 

研究開発成果が必ずしも産業に結びつかない 
情報通信技術が人に「優しくない」　　等 

研究開発と標準化との一体的取組 

　～人の安心と感動のために～ 
⇒人の感動、パーソナル化、人間の感性を重視　等 

現状と基本認識 

戦　略 

現状 

研究開発の 
新たな視点 

真に豊かな国民生活と国の発展のために 

研究開発に取り組 
む基本的な考え 

研究開発基本計画 
○　情報通信の基盤化、技術が他の分野との融合が進展し対象領域が
拡大 

　　⇒　細分化から大括り化へ 
○　研究開発に、優しさ、安心、心の豊かさなど国民が豊かさを実感
できる視点を取り入れる必要 

○　国による基礎研究の下支え 
　　⇒分野別課題、分野横断的プロジェクト、ユーザー視点のプロジェ
クト、長期的視点のプロジェクト 

研究開発実施戦略 
○ 国：全体のマネジメント、研究開発の多様性確保、プロジェクトの 
　　 　重点化、競争的資金拡充、実証・実用化実験支援　等　 
 
○ 情報通信研究機構：継続的な基礎研究、ファンディングの充実　等 
 
○ 産学：産学官連携の推進、企業ブランドの再生、ライフスタイル提 
　　　　 言　等 

標準化戦略 
○ トップランナー技術等における研究開発と標準化の一体的推進 

○ 民間主体の標準化活動の促進 

○ 国際標準化活動における我が国の発言力の強化 

○ 日中韓等の連携によるアジアの標準化活動の強化 

○ 国が積極的に関与すべき標準化 

図表 「情報通信分野における技術競争力の強化に向けた研究開発・標準化戦略について」答申の概要
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戦略的情報通信研究開発推進制度とテーマ提案公募方式による研究開発

情報通信分野における研究開発を効果的・効率的に

推進するためには、柔軟かつ競争的で開かれた研究開

発環境の創出と研究開発における重点的・効率的な資

源配分の実施が求められる。情報通信技術については、

著しい多様化や高度化が進展しており、第二期科学技

術基本計画において、競争的な研究開発環境の整備、

とりわけ以下のような競争的資金の拡充や厳正かつ的

確な評価の必要性が指摘されている。

1 競争的資金による研究開発支援

競争的資金制度とは、広く一般の研究者等を対象に

研究開発課題を募り、以下のような制度に基づき、主

に科学的・技術的な観点からの評価に基づき課題を採

択し、採択された課題に研究資金を配分する制度であ

る。

（1）戦略的情報通信研究開発推進制度

総務省では、情報通信技術の研究開発力を向上させ、

競争的な研究環境の形成による研究者の底上げを図

り、世界をリードする知的財産を創出していくため、

戦略的な重点課題に沿った独創性・新規性に富んだ研

究開発を積極的に推進している。平成15年度において

も研究開発課題について広く公募を行い、採択された

案件に関して支援を実施している（図表）。

（2）テーマ提案公募方式による研究開発

総務省では、情報通信分野の新規事業の創出に資す

る先進的な技術の研究開発、民間で行われている通

信・放送基盤技術に関する試験研究等を促進していく

ため、独立行政法人情報通信研究機構において公募し

た優れた研究開発テーマに資金を提供することによ

り、情報通信技術の研究等を推進している。

2 重点的研究資金による研究開発

総務省では、情報通信分野の我が国が取り組むべき

国家的な研究開発において、民間企業等の研究機関に

おける知見や技術・ノウハウを活用するため、平成15

年度から提案公募による委託研究を実施している。本

委託研究は、総務省が研究開発課題を指定し、実施機

関を提案公募により選定の上、委託して実施するもの

であり、平成16年度は高度ネットワーク認証基盤技術

の研究開発、電子タグ高度利活用技術の研究開発等、

6件の課題について、研究開発を推進している。

平成16年版　情報通信白書

 総務省が設定する戦略的重点領域において、独創性や新規性に富む萌芽的研究・基礎研究か 
 ら応用研究までを幅広く推進 

 ①次世代ネットワーク技術 （41件） （7件） 

 ②周波数資源開発 （21件） （5件） 

 ③新機能・極限技術（量子・ナノ技術等） （35件） （4件） 

 ④次世代ヒューマンインタフェース（五感情報通信等） （42件） （6件） 

 ⑤バイオＩＴ （20件） （2件） 

 ⑥宇宙通信技術（通信・放送・測位等） （17件） （2件） 

 ①若手先端ＩＴ研究者育成型 （51件） （11件） 
 　35歳以下の若手研究者に対する積極的な研究への取組を支援し、斬新でユニークな着想 
 　に基づいた独創性・新規性に富んだ研究開発を推進  
 ②産学官連携先端技術開発 （105件） （5件） 
 　大学、民間企業等における研究活動の成果の創造的結合を図り、新技術・新規事業の創出 
 　を促進する産学連携による研究開発を推進 

 世界をリードする最先端の技術を創出するため、国際的な標準の獲得を目指す、優れた 
 研究開発を推進 

プログラム名 

合計 348件  46件 　 

１ ．特定領域重点型研究開発 176件 26件 

２ ．研究主体育成型研究開発 156件 16件 

３ ．国際技術獲得型研究開発 16件 4件 

平成15年度実績 

提案件数 採択件数 

図表 戦略的情報通信研究開発推進制度における研究開発課題実績数
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1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（3）独立行政法人情報通信研究機構（NICT）の動向
平成16年4月に独立行政法人通信総合研究所と通信・放送機構が統合して発足

平成16年4月に独立行政法人通信総合研究所

（CRL：Communications Research Laboratory）と通信・

放送機構（TAO：Telecommunications Advancement

Organization of Japan）を統合して新たに独立行政法人

情報通信研究機構（NICT：National Institute of

Information and Communications Technology）が発足し

た。これまでCRLは、情報通信技術や電波・光応用技

術に関する基礎・基盤的研究を実施し、また、TAOは

産学連携による情報通信の先導的研究開発を実施する

ほか、民間の研究開発や通信・放送事業高度化の支援

を実施してきた。これらの機関の統合によって新たに

誕生したNICTには、情報通信の基礎から実用手前ま

での研究開発を産学官のより緊密な連携によって強力

に推進することや、研究開発を自ら実施する機能と産

学等への資金提供機能の有機的連携による効率的な成

果の創出等、統合の利点を十分に生かした業務推進が

期待されている（図表①）。

NICTは、研究の実施と支援を有機的に結合させて、

産学官及び地域との連携や技術移転を強力に推進する

とともに、知的財産に関する運用機能及び企画戦略機

能の強化等を通じて、幅広い研究領域を基礎から応用

まで一貫して実施する体制を整える。また、研究開発

においては、総合的な研究開発機能を活かしつつ、4

つの戦略分野を設定して集中的な資源の投入を行うこ

とにより、実効性の高い研究開発の推進・支援を行っ

ている（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

基礎から応用の 
一貫した研究開発 

 

研究の「実施」と「支援」 
の有機的結合 

産業 

海外機関 

大学 

情報通信分野の 
事業支援・環境整備 

産学官連携の主導 
技術移転の推進 

NICT
のバリューチェーン

礎 

種 

小槌 

安心・ 
安全  

NICTを取り巻く産業のバリューチェーン NICTを取り巻く産業のバリューチェーン 

NICTを取り巻く大学のバリューチェーン NICTを取り巻く大学のバリューチェーン 

産業 

環境 

サービス 

福祉 

社会 

国民の豊かな生活へのバリューチェーン 国民の豊かな生活へのバリューチェーン 

ICT  Value  ChainICT  Value  Chain

NICTビジョン： 
ICTで未来社会を創るエンジンになる。 

図表① NICTビジョン（ICT Value Chain ）

（1）光通信やモバイル等我が国が強みを有し、日本から世界へ発信する新たな情報通信分野の「礎」となるキーテクノロジー

を創出する研究開発 

（2）情報セキュリティや電磁環境、地球環境計測等、社会の「安心と安全」を確保するための研究開発 

（3）バイオコミュニケーションや量子通信等、新しいコミュニケーション手段の「種」となる新たなパラダイムを創造して

10年後、20年後の新産業や未来生活を創出する研究開発 

（4）研究開発ネットワークや民間基盤技術の研究促進等、日本の技術を花開かせる「小槌」を作り出す取組 

図表② NICTの4つの戦略分野
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平成15年10月、独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）の設立

我が国の宇宙開発及び利用に係る研究開発の中心的

な担い手であった宇宙科学研究所・独立行政法人航空

宇宙技術研究所・宇宙開発事業団の3機関は、平成15

年10月1日に統合し、基礎的な科学研究から実用的な

研究開発まで一貫して行う、宇宙開発の新たな中核的

機関として、独立行政法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA：Japan Aerospace Exploration Agency）が設立さ

れた（図表①）。

1 宇宙開発に関する長期的な計画（長期計画）

JAXAの発足に先立ち、平成15年9月、総務大臣、文

部科学大臣及び国土交通大臣は、宇宙開発委員会の議

決を経て「宇宙開発に関する長期的な計画」を定めた。

長期計画では、我が国全体の宇宙開発を俯瞰しつつ、

今後20年から30年の宇宙活動を見通した上で、10年程

度の期間を対象としたJAXAの果たすべき役割と業務

を位置付けている（図表②）。

2 中期目標の決定及び中期計画の認可

長期計画に基づき、総務大臣等は、平成15年10月か

ら平成19年度(2007年度)末までにおける業務運営に関

する目標を中期目標として定め、平成15年10月にJAXA

に対して指示した。これを受け、JAXAは、中期目標

を達成するための中期計画を作成し、平成15年10月に

総務大臣等の認可を受けた。

3 H-ⅡAロケット6号機打上げ失敗等への対応

平成15年10月に、JAXAの運用する環境観測技術衛星

「みどりⅡ」に運用異常が発生し、また同年11月に

JAXAはH-ⅡAロケット6号機の打上げに失敗した。宇

宙開発委員会では、打上げ失敗等の原因究明及びその

対策について調査審議を行っている。また、JAXA内

には理事長の下に原因究明及び対策のための組織が設

置された。

平成16年版　情報通信白書

①　通信・放送については、次世代情報通信基盤の整備に伴い、衛星システムの利点を活かしたサービスを実現するための基

盤技術を確立する 

②　測位については、我が国の技術水準を測位システムの構築に十分なレベルまで高め、維持するために必要な宇宙実証を実

施する 

③　地球観測については、国際的な取組を踏まえ、水循環観測等に重点化して取り組む 

図表② JAXAの通信・放送・測位分野等における重点的に取り組む業務に係る目標と方向の概要

国策としての人工衛星 
およびロケットの開発 

基礎科学分野の研究 
大学院教育による人材育成 

先行的・基礎的な研究、 
我が国唯一の航空宇宙技術の研究機関 

図表① 独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）の設立
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2 重点的な研究開発の実施
（1）ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発
ユビキタスネットワーク社会の実現に向けた基盤技術の研究開発

ユビキタスネットワーク社会は、我が国が世界に誇る

光通信、モバイル、情報家電に関する各テクノロジー

の連携により実現されるものであり、国際競争力の確

保にも大きく寄与することが期待されている。このよ

うな将来性に満ちたユビキタスネットワーク社会を実

現するため、総務省では、トリガ－となる基盤的な研

究開発への重点的取組やテストベッドにもなりうる研

究開発用ネットワークの整備を推進している（図表①）。

1 ユビキタスネットワーク技術の研究開発

平成15年度から、ユビキタスネットワークの実現に

不可欠な超小型チップを利用したネットワーキング技

術、非常に高速なリアルタイム認証技術、多様なネッ

トワークの接続技術の研究開発を産学が一体となった

体制により実施しており、要素技術の確立とともに、

利用参加型の総合的な実証実験を通じて、これら技術

の実用化を目指している。

また、産業界等においても、平成14年6月、民間企

業や大学が主体となって、ユビキタスネットワーク社

会実現のための業界横断的な研究開発・標準化の推進

を目的としたユビキタスネットワーキングフォーラム

が設立された。平成15年度末現在、同フォーラムには

約100会員が参加し、各種研究開発や標準化に関する

情報交換等、フォーラムの活動を推進している。

総務省では、同フォーラム等、産学との連携を図り

つつ、ユビキタスネットワーク社会の実現に向け、研

究開発、標準化をはじめとした各種取組を総合的に推

進している。

2 超高速フォトニックネットワーク、テラビット

級スーパーネットワークの推進

ネットワークの端から端までを光化することによ

り、ネットワークの大規模・大容量化を図ることが可

能である。そのため、1本の光ファイバに数千の信号

を同時に送ることができる超高密度波長分割多重技術

及びこれに対応した光スイッチング技術等の超高速フ

ォトニック・ネットワーク技術に関する研究開発（平

成13～17年度）を実施するとともに、テラビット級の

トラヒックを安定かつ最適な経路で制御・管理する技

術等の研究開発（平成14～17年度）を実施している。

また、これらの研究開発に関して、実証実験・検証

を産学官連携で開始しており、技術の早期実用化・標

準化を目指して、欧米・アジア・太平洋地域諸国との

協力・連携を図っていく予定である。

3 次世代の高機能ネットワーク基盤に向けた研究

開発

現在の情報通信技術を支えるハードウェア技術は、

いずれ物理的限界を迎えることが予想されており、新

しい機能を発現させる技術に関する研究開発も重要と

なる。このことから、総務省では、次世代の高機能ネ

ットワーク基盤に向けた研究開発に取り組んでいる。

電子や光の粒子としての性質を利用して情報処理・

伝送を行う量子情報通信技術は、極めて高い安全性を

保証する暗号通信や光通信を超える超大容量通信を実

現する可能性のある革新的な技術として注目されてい

る。総務省では、平成13年5月、この分野の推進母体

平成16年版　情報通信白書

どこにいても、いつでもネットワークにつながり、
オフィスと同様な環境が創出され、多種多様な
コンテンツを享受 

超小型チップにより様々なものが自在にネット
ワークを構成 

非接触カードをかざすと瞬時にどんな端末でも
自分の端末として利用 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

超小型チップ 

ブランド品 

服 書籍 書類 小包 

電子マネー 
ICカード 

有価証券 
・小切手 
・商品券 

偽造防止・物流管理 

ユビキタスネットワーク技術の研究開発 

■ 超高速・大容量通信を実現するフォトニックネ
ットワーク技術の研究開発 

■ テラビット級ネットワークにおける制御・管理
技術等の研究開発 

■ ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術
の研究開発 

■ 極めて高い安全性を保証する暗号通信等を実現
する量子情報通信技術の研究開発 

超高速認証技術 超小型チップネットワーキング技術 多様なネットワークの接続 

図表① ユビキタスネットワーク社会の実現に向けた基盤技術の研究開発
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となる量子情報通信研究推進会議を設置し、平成15年

11月、量子情報通信研究開発戦略を策定しており、量

子暗号技術の研究開発（平成13～17年度）や、量子も

つれ光子対通信技術の研究開発（平成15～17年度）を

戦略的かつ総合的に推進している。

また、ナノサイズ特有の物質効果等を利用し、従来

にはない新しい機能を発現させるナノ技術を活用する

ことで、情報通信ネットワークの性能に飛躍的な改善

をもたらすことが期待されている。総務省では、小

型・省電力の中継伝送技術や超高速・省電力の高機能

ルーティング技術等のナノ技術を活用した超高機能ネ

ットワーク技術の研究開発に平成16年度から取り組む

とともに、国際シンポジウムを開催するなど、本分野

における海外との協調・連携も積極的に推進してい

る。

4 研究開発用テストベッドネットワークの整備

研究開発用テストベッド（実証実験）ネットワーク

は、ネットワーク技術の高度化やサービスアプリケー

ションの開発・実証を促進し、それらの社会への展開

を実践的に実現する役割を担っており、我が国の技術

力の向上、産学官連携の強化に寄与するほか、新ビジ

ネスや新産業の創出、地域活動の活性化、人材育成効

果等、幅広い波及効果をもたらすものとして期待され

ている。

平成11年度から15年度に運用されたギガビットネッ

トワーク（JGN：Japan Gigabit Network）は、この役割

を実践し、のべ650機関、2000人以上の研究者に利用

され、我が国のブロードバンド化、IPv6化、地域活性

化、人材育成等の面で大きな成果をあげている。この

ような状況を踏まえ、JGNを発展させた新たな研究開

発用テストベッドネットワーク（JGNⅡ）を整備し、

平成16年4月から運用を開始している。JGNⅡでは、

最大20Gbpsの伝送が可能な全国規模のIPネットワーク

環境を整えており、全国の都道府県にアクセスポイン

トを設置し、大学、研究機関、民間企業、地方自治体

等に対して、研究開発利用に提供している。また、最

先端の光交換機を導入するほか、基礎的な光伝送実験

等を可能とする光伝送テストベッド環境を併せて整備

している。さらに、国内外の研究機関との連携や国際

共同研究を促進するため、平成16年8月から、日米回

線の運用を開始する予定である。

研究開発用テストベッドネットワークは、研究開発

成果を迅速かつ柔軟にネットワーク自身に取り込むこ

とで、常に最先端の環境を提供することが可能である。

併せて、その環境を用いて、様々な技術の開発や実証

等の先導的取組を行える特長がある。結果として、5

年先、10年先といった将来のIT社会の姿を展望・実践

し、目指すべきIT社会の早期実現に大きく貢献できる

ものとなる。総務省では、ユビキタスネットワーク社

会の実現に向けて、このような役割を担うテストベッ

ドネットワークの整備を、基盤技術の研究開発の重点

的取組とともに、積極的に推進している（図表②）。

平成16年版　情報通信白書

NICT北九州 
IT研究開発支援センター 

福岡 

沖縄 

高知 

大阪 
金沢 

名古屋 大手町 

NICTつくばRC

長野 

札幌 

仙台 

NICT 
小金井本部 

岡山 

NICTけいはんな 
情報通信融合研究センター 

USA

※各都道府県にアクセスポイントを設置 

20Gbps 

10Gbps 

1Gbps 

光伝送テストベッド 

コアネットワーク拠点 

※米国回線も整備 
　運用機関：NICT（独立行政法人情報通信研究機構） 
　RC：リサーチセンター 

図表② 研究開発用テストベッドネットワーク（JGNⅡ）の概要
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2 重点的な研究開発の実施
（2）ユビキタスネットワーク社会の実現に向けた利活用技術
IT利活用を促進するための研究開発の推進

ユビキタスネットワーク社会の実現には、基盤技術

の確立とともにそれを発展的に利活用へとつなげる技

術が必要とされるところであり、多様な分野へとIT利

活用を促進するための研究開発も必要とされている。

1 電子タグの高度利活用

ICチップとアンテナから構成される電子タグは、電

波を利用することで、電子タグに書き込まれた情報を

離れた場所から読み取りができ、一度に複数の電子タ

グから情報を読み取るなど、バーコードにはない特徴

を有している。加えて、薄く小さく安価な電子タグが

登場しはじめたことで、あらゆるモノに埋め込むこと

が可能になり、今後はバーコード機能の代替のみなら

ず、ネットワークとの結びつきを深めつつ多様な分野

で利用され、ユビキタスネットワーク社会において人

やモノとネットワークをつなぐ基盤ツールとなること

が期待されている（図表①）。

そのため、平成15年4月からユビキタスネットワー

ク時代における電子タグの高度利活用に関する調査研

究会を開催し、周波数の使用方法やネットワークの活

用方策等について検討を行った。研究会では、電子タ

グとネットワークとの融合技術に関する研究開発の推

進、利用者参加型実証実験を通じた社会的コンセンサ

スの醸成、新たな周波数導入の推進等、今後の電子タ

グの高度利活用に必要な推進方策に関する提言が平成

16年3月に取りまとめられた。これを踏まえ、総務省

では、平成16年度から電子タグの属性情報を動的な環

境変化に応じて異なるプラットフォーム間で交換する

ための技術や、電子タグとネットワークを関連づける

技術、電子タグ情報へのアクセス権限を制御する技術

の研究開発を実施し、電子タグとネットワークとの結

びつきを一層深め、ユビキタスネットワークに対応可

能な電子タグの高度利活用を推進している。

一方、産業界等においても電子タグの高度利活用に

向けた動きが活性化しており、ユビキタスネットワー

キングフォーラムにおいて、平成15年9月から電子タ

グ高度利活用部会が新たに設置され、電子タグに係る

実証実験における課題と解決方法の検討、標準化の推

進等の活動が行われている。我が国では、電子タグの

高度利活用を実現するべく、関係団体・関連省庁等が

連携をとりつつ、産学官一体となって、研究開発・実

証実験・標準化等に積極的に取り組んでいる。

平成16年版　情報通信白書

ネットワークによる 
電子タグの 

高度利活用イメージ 

1. 物流分野 
物流管理一般 
宅配 
コンテナ 
郵便 

18. 生活・個人利用 
物品管理 

17. 消防・防災 
消防活動支援 
災害情報収集 

16.FA
生産活動支援 

15.建設 
建設管理 

14.ロボット 
犯罪監視 

13.エンターテイメント 
入場者管理 12.情報家電 

家電遠隔・自動操作 11.就労 
ドキュメント・物品管理 
社員管理 

2.販売・流通 
商品管理 
顧客管理 

9.高齢者・障害者対策 
誘導・ガイダンス 
高齢者ヘルスチェック 

7.医療・薬品 
医療・服薬サポート 
薬品管理 
病院経営管理 

5.食品 
トレーサビリティ 
食品自動管理 
食品購買誘導 

4.道路・交通 
航空旅客サポート 
鉄道旅客サポート 
位置情報（誘導・ガイダンス） 
電子ナンバープレート 
車両 

8.環境 
廃棄・リサイクル 

3.情報流通 
ポスター・広告 

6.金融 
紙幣・有価証券等の偽造防止 

10.教育・文化 
図書管理 
電子図書街 
教育コンテンツ管理 
文化財保護 
展示品解説・案内 

図表① ネットワークによる電子タグの高度利活用イメージ
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また、総務省では、産学関係機関と連携を図りつつ、

基盤技術に関する研究開発のみならず、医療・食品・

教育等の様々な分野における利活用のための研究開発

を行うとともに、利用者のニーズや社会的影響性を視

野に入れた実証実験も併せて取り組むなどユビキタス

ネットワーク社会の早期実現に向け総合的に推進して

いる。

2 ロボットとユビキタスネットワークの融合

ユビキタスネットワークが、家庭やオフィスでの利

用が期待されるパーソナルロボットや業務用ロボット

等とつながる（ネットワークロボット）ことにより、

新たなライフスタイルが創出され、高齢化・医療介護

問題等の様々な社会的問題への対応が図られるばかり

でなく、21世紀の日本発新IT社会の構築にも貢献する

ことが期待されている（図表②）。ネットワークロボッ

トの実現の大きな鍵は、ユビキタスネットワークとロ

ボットを結ぶネットワーク技術であり、我が国がネッ

トワークロボット分野で世界を牽引するためには、コ

ア技術を早急に確立することが求められている。その

ため、ネットワークロボットの将来イメージを明確化

するとともに、早期に取り組むべき研究開発・標準化

課題、実現のための研究開発推進方策と社会的・経済

的効果等を検討するため、平成14年12月からネットワ

ーク・ロボット技術に関する調査研究会を開催し、研

究会では、平成15年7月に報告書が取りまとめられた。

これを踏まえ、総務省では、平成16年度から5か年計

画で、「人に優しいコミュニケーション技術」、「ネッ

トワークロボットの連携技術」等の研究開発を実施し

ている。

一方、産業界等におけるネットワークロボット実現

のための取組も活発化しつつあり、平成15年9月、民

間企業や大学が主体となって、ネットワークロボット

実現のための研究開発・標準化に関する情報交換や各

種調査等を行う業界横断的な組織であるネットワーク

ロボットフォーラム（平成15年度末現在：約120会員）

が設立された。総務省では、ネットワークロボットの

実現に向け、ネットワークロボットフォーラム等の関

係機関とも連携を図りながら、研究開発・標準化の推

進等、各種取組を総合的に推進している。

平成16年版　情報通信白書

◆調査、実証実験、関係機関との情報交換・交流の推進 
　会　 長：徳田 英幸　慶應義塾大学　教授 
　事務局：（財）テレコム先端技術研究支援センター 

日本のフラッグシップ・テクノロジーの融合 

ネットワークロボット実現に向けた取組 

ユビキタスネットワーク 
（IPv6、光、モバイル等） 

ロボット 
（パーソナルロボット、業務用ロボット） 

◆ ネットワークを利用し、人にやさしい、より自然な会話が実現（コミュニケーション型ロボット） 
◆ ネットワークを活用した、情報収集、業務代行・サポートが実現（支援エージェント型ロボット） 
◆ ネットワークを介した、リアルタイムな遠隔操作により防犯・防災に寄与（高機能リモート型ロボット） 

ナビゲーション コミュニケーション 生活支援ロボット 防犯ロボット 

ネットワーク 
により融合 

ロボットがユビキタスネットワークとつながることにより、多用途に利用可能なネットワークロボットが実現 

平成16年度より5か年計画で研究開発に着手 （国のプロジェクト） ネットワークロボットフォーラム（民間フォーラム） 

◆人に優しいコミュニケーション技術の
研究開発・標準化 

◆ネットワークとロボットの連携技術の
研究開発・標準化 

「ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発」（7.3億円の内数） 

図表② ネットワークロボットの実現イメージ
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3 ネットワーク・ヒューマン・インターフェース

の研究開発

情報通信ネットワークの利用が生活・社会・経済に

一層浸透し、誰もがネットワークを活用してITによる

恩恵を十分に享受できる社会を構築していくために

は、複雑な操作感を感じることなく、安心して安全に

情報通信を利用できるようにすることが必要であり、

人間とネットワークとのインターフェースの重要性が

増している。

そのため、総務省では、平成15年度から「ネットワ

ーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究

開発」を開始し、ネットワークと連携した実用的な携

帯型の多言語音声自動翻訳システム、映像コンテンツ

の光刺激等による生体への影響を防止する技術等につ

いて、要素技術の確立を目指した研究開発を推進して

いる（図表③）。

4 ユビキタスセンサーネットワークの実現に向け

た検討

ユビキタスネットワークが進展し、より多様化・高

度化したサービスが求められるようになると、静的な

情報をモノに付与する電子タグ等の技術から、更に人

やモノの状況や周辺環境等を認識し、その動的な情報

を発信する技術が重要になってくる。このような高度

なセンシング技術や映像認識技術等とネットワークと

が結びつきついたユビキタスセンサーネットワーク技

術の実現により、医療・福祉、防犯・セキュリティ、

防災、農産物等の生産、環境リスクへの対応等、様々

な社会・経済活動におけるITによる側面支援が強化さ

れることが期待される。

このため、総務省では、平成16年3月からユビキタ

スセンサーネットワーク技術に関する調査研究会を開

催している。研究会では、関連する技術動向を調査し、

ユビキタスセンサーネットワーク技術の将来イメージ

を示しつつ、その実現に向けた研究開発課題、標準化

課題、社会的受容性、推進方策等を検討している（図

表④）。
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携帯電話等を用いた多言語の自動翻訳システム 映像が生体に与える悪影響を防止する技術 

ネットワークを介した多言語音声／ 
会話文処理が可能な技術の開発 

映像コンテンツの光刺激等に対する 
生体安全技術の開発 

Hello
ニイハオ…こんにちは… 
…Hello… 

生体への悪影響 

こんにちは こん…に… 

ユーザーオリエンテッドな高機能端末技術の開発 

Hello こんにちは ニイハオ 

図表③ ネットワーク・ヒューマン・インターフェース

ユビキタス時代の 
センサーネットワーク技術の利用シーン 

防犯・セキュリティ 

農産物等の各種生産過程 
環境リスクへの対応 

医療・健康 防災 

その他 

セキュリティ、建物状態 
（侵入、歪、温度、明度、振動） 

火災、地震、洪水、建物倒壊 
（煙、温度、振動、歪、水位） 

火災、土砂崩落、液状化 
（温度、煙、地盤変位） 

セキュリティ・ 
安全・快適性向上 

マンション等ビル管理 

都市、自然災害の監視 

ワイヤ断裂、ボルトゆるみ 
（振動、弾性波） 

各種サービス 

管理センター 

流通状態、品質 
（温度、湿度、振動） 

大気汚染、振動 
（SOx、NOx、振動） 

気象、水質 
（降雨、水質） 

健康管理 
（体調、動作） 

安否確認 
（体調、位置） 

構造物劣化監視 

物品の流通管理 

火災、有毒ガス、設備劣化 
（煙、ガス、歪） 

プラント、設備 
異常監視 

生育状態、育成環境 
（成長度、温度、湿度、土壌） 

図表④ ユビキタスセンサーネットワーク技術の利用シーン
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高度な宇宙通信の実現に向けた研究開発の推進

宇宙通信は、広域性・同報性・耐災害性等、多くの

特長を有しており、これまで通信・放送・測位等の分

野において幅広く利用されている。総務省では、今後、

急速に整備・高度化される情報通信インフラの中で宇

宙通信が果たすべき役割を踏まえ、今後必要とされる

宇宙通信を実現するため各種実証衛星の開発や衛星利

用実験を推進している。

1 準天頂衛星システムの研究開発

静止軌道を約45度傾けた軌道に少なくとも3機の衛

星を互いに同期して配置する準天頂衛星システムが実

現すると、常に1つの衛星が日本の天頂付近に滞留し、

ビル陰等に影響されない高品質の通信・測位サービス

等の提供が可能となる。そのため、準天頂衛星システ

ムの実現による新たな通信サービスマーケットや公共

アプリケーションマーケットの創出が期待されてい

る。

準天頂衛星システムの研究開発は、総務省・文部科

学省・経済産業省・国土交通省の4省連携施策であり、

総務省では、平成15年度から超高精度衛星搭載原子時

計技術等の研究開発を実施している。準天頂衛星は、

平成20年度（2008年度）に打上げの予定である（図表

①）。

2 超高速インターネット衛星の研究開発

総務省では、広域性・同報性・耐災害性等といった

衛星の特長を積極的に活用した地上のインターネット

網と相互補完する超高速衛星通信技術の確立、アジ

ア・太平洋地域諸国との国際共同実験の実施等を目的

として、最大1.2Gbpsの広帯域通信が可能となる超高

速インターネット衛星（WINDS：Wideband

InterNetworking engineering test and Demonstration

Satellite）の研究開発を文部科学省と連携して推進して

いる。超高速インターネット衛星は、平成18年度

（2006年度）に打上げの予定である（図表②）。

3 技術試験衛星VIII型の研究開発

総務省では、マルチメディア移動体衛星通信技術、

衛星測位に関する基盤技術等を開発することを目的と

して、技術試験衛星VIII型（ETS-VIII）の研究開発を文部

科学省と連携して推進している。技術試験衛星VIII型は、

13m級大型展開アンテナ、高出力中継器、フェーズド

アレイ給電部、衛星搭載交換機、高精度時刻基準装置

等を搭載し、平成17年度（2005年度）に打上げの予定

である（図表③）。
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準天頂衛星 静止衛星 

ビル等による遮へいの 
ないサービス 
・衛星からの直接受信が可能 
・双方向通信などが容易 

ビルによる遮へい 

図表① 準天頂衛星システムの概念図

高出力太陽電池パドル 

Ka帯高出力マルチビームアンテナ 
（MBA1）日本及び近辺向け 

Ka帯アクティブフェーズド 
アレーアンテナ 

Ka帯高出力マルチビーム 
アンテナ（MBA2） 
東南アジア域向け 

図表② 超高速インターネット衛星の概念図



第８節　研究開発の推進

280

第

3
章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

4 全球降水観測計画（GPM）の研究開発

独立行政法人情報通信研究機構（NICT）、独立行政

法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）及び米国航空宇

宙局（NASA）が中心となり、広範囲な降水活動を高

頻度・高精度に観測することを目指した全球降水観測

計画（GPM：Global Precipitation Measurement）の研究

開発が進められている（図表④）。

GPMはKu帯（14GHz）とKa帯（35GHz）からなる

二周波降水レーダ及びマイクロ波放射計を搭載した主

衛星1機とマイクロ波放射計を搭載した副衛星8機程度

により構成される。

平成14年11月、宇宙開発委員会において二周波降水

レーダの開発研究（予備設計）段階へのフェーズアッ

プが了承された。また、平成15年6月に開催された

2003年世界無線通信会議（WRC-03）では、無線通信

規則における35GHz帯衛星搭載レーダの運用制限が緩

和され、二周波降水レーダによる観測に必要な発射電

力が確保された。

5 大容量光衛星間通信システムの研究開発

次世代衛星通信システムの実現に向けて、光ファイ

バ通信技術の宇宙空間への適用を目指した大容量光衛

星間通信システムの研究開発を行っている。本研究開

発は、平成18年度（2006年度）頃の宇宙実証を目指し、

平成9年度から通信・放送機構（現NICT）の直轄研究

として行っている。

6 電波を利用した地球観測技術及びデータ中継衛

星技術の高度化に関する調査研究

総務省では、平成15年度から、電波を利用した降

水・雲観測技術、地表観測技術等について調査研究を

行い、平成16年2月に報告書が取りまとめられた。同

報告書では、地球観測衛星の収集するデータを可能な

限り広範囲かつリアルタイムで日本の地球局に中継す

る、データ中継衛星の光通信技術を用いた高速化の必

要性等が提言されている。

7 高度衛星放送システムの研究開発

総務省では、超高精細度放送や立体TV放送等の次

世代大容量衛星放送の実現に必要な21GHz帯を用いた

衛星放送システムの研究を行っている。平成15年度か

らは、国際電気通信連合（ITU）における21GHz帯放

送衛星に関する研究に我が国として寄与するために、

フェーズドアレイを用いて降雨減衰の補償を行う衛星

放送システム設計の基礎検討を行うとともに、ITUに

おいて将来行われる可能性のある21GHz帯プラン化に

備えて衛星間の電波干渉の基礎検討を行っている。
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カバレッジ： 
日本及びその周辺諸国 

マルチメディア移動体衛星通信 等 

図表③ 技術試験衛星VIII型の概念図 図表④ 全球降水観測計画の全体


